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企業の社会的責任と人権

～今、企業に求められる「ビジネスと人権」への対応～
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経済活動の変化

・経済活動の
グローバル化

・国境を越えた
サプライチェーン

企 業

自社利益の優先

問題解決ニーズ

・持続可能性の重視
・サプライチェーンを含

む人権の尊重
・環境、気候変動問題
への対応

・企業統治の重視
・企業の社会的責任

CSRの基準化
・企業と人権・労働に
関する国際的フレー
ムワークの整備

企業の真剣な対応
が求められている

企業の社会的責任を巡る背景と動向

環境
問題

・環境破壊
・地球温暖化
・自然災害等

社会
問題

・貧困、飢餓
・戦争、紛争
・感染症 等

経済
問題

・経済格差
・資源枯渇

等

世界が直面する問題

〈軽視〉

・企業倫理
・コーポレートガバナンス
・コンプライアンス
・人権の尊重

人権に負の影響を及ぼす
問題の発生

・途上国での強制労働、児童
労働

・環境破壊に伴う健康被害
・製品、サービスの偽装
・顧客情報の漏えい
・劣悪な労働環境、労働条件
・差別、ハラスメント 等
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そもそも「企業の社会的責任(CSR)」とは

「透明かつ倫理的な行動を通じて、意思決定や事業活動が、社会及び環境に
及ぼす影響に対する企業の責任」

＊Corporate Social Responsibility

①経営のあり方問題
・日々の企業活動全般に係わる問題。

②ＣＳＲは法的義務を超えたもの。
・ＣＳＲは、法的義務としての企業行動だけを求めているのではない。
・法的責任が問われなくとも、社会的責任が問われることがある。

③「持続可能性」
・社会の持続可能性の達成のための課題への対応
・企業の不祥事等を背景に、企業の持続的可能性の視点からもＣＳＲが重要な取

組み課題

④単なる「社会貢献活動」ではない。
企業の事業活動そのもののプロセスに環境、人権等への配慮、社会的公正性等を
組み込むこと。

ＣＳＲの特徴

（ISO26000の定義を引用）
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ビジネスと人権に関する年表

1966
国際人権
規約
採択

1998
労働における
基本的原則
及び権利に関
するILO宣言
採択

2000
国連グロー
バル・コンパ
クト
発足

2010
ISO26000
社会的責任に
関する手引
策定

2015
SDGs（持続可能な
開発目標）
採択

2011
OECD多国籍企業
行動指針

2020
「ビジネスと人権」
に関する行動計
画（NAP）<日本>
策定

出典：法務省
「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書

１９９０年代以降、企業活動のあらゆる側面に人権的視点を取り入れることが求められている。

ＣＳＲの中の人権にかかわる国際的フレームワーク

1948
世界人権宣言
採択

2011
国連ビジネスと
人権に関する
指導原則 採択
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人権に関する主要な国際的フレームワークの概要
（出典：法務省「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書）

世界人権宣言
昭和23年（1948年）に国連総会において採択。全ての人民と全ての国

が達成すべき共通の基準を宣言し、現代人権法の柱石となっている。

国際人権規約
（社会権・自由権規約）

昭和41年（1966年）に国連総会において採択。世界人権宣言の内容を

基礎として条約化したもの。人権諸条約の中で最も基本的かつ包括的
なもので、ビジネスと人権に関する各種権利がほぼ網羅されている。

ILO中核的労働基準

平成10年（1998年）にILO総会で採択された「労働における基本的原則
及び権利に関するILO宣言」において、グローバル化の進んだ現代世界

にあって最低限遵守されるべき基本的権利として、結社の自由・団体交
渉権の承認、強制労働の禁止、児童労働の禁止、雇用及び職業差別の
撤廃の4分野にわたる労働に関する最低限の基準を定めたもの。

国連グローバル・コンパクト
の10原則

平成12年（2000年）に発足した国連グローバル・コンパクト（UNGC）が、

世界的に採択・合意された普遍的な価値として国際社会で認められてい
る4分野（人権、労働、環境、腐敗防止）に関して定めた原則。

OECD多国籍企業行動指

針

昭和51年（1976年）にOECDによって策定された。多国籍企業に対して、

企業に対して期待される責任ある行動を自主的にとるよう勧告するもの。
平成23（2011）年の改訂では、企業の人権尊重の責任を明記した章の

新設、人権デュー・ディリジェンス実施の規定などが盛り込まれた。（注）

ISO26000

平成22年（2010年）発行のISO国際規格。「社会的責任に関する手引」

として、官民両セクター、非営利などあらゆる組織が社会的責任を果た
す際のガイダンスとされる。

6
（注）直近の2023年の改訂では、企業によるサプライチェーンの下流へのデュー・ディリジェンスの適用範囲の明確化等が盛り込まれた。
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すべての国と企業が尊重すべき 。

企業活動における人権取組みに大きな影響を与えている。

３つの柱

保 護 国家が人権を“保護”する義務

尊 重 企業が人権を“尊重”する責任

救 済 人権侵害が起こった際の対応についての国家と企業の責任

人権デューディリジェンス
人権に関する悪影響を特定し、防止・軽減し、対処する
ために企業が実施すべきプロセスを示したもの。

ビジネスと人権に関する指導原則

規模・組織構造に関わらず、人権を侵害しないこと、自社活動や取引関係を通じ
て関与した人権危害に対処することは、全ての企業が果たすべき基本的責任

日本政府：

2020年「ビジネスと人権に関する日本における行動計画（NAP）」を策定

☞ 企業が、人権への影響の特定や予防・軽減、対処、情報共有を行い、人権デュー・
ディリジェンスを導入することへの期待が表明されている。

2022年「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

を策定。

7
【本資料の著作権は大阪企業人権協議会が保有しています。当研修にのみ使用可能であり、無断での転載や複製を禁じます。】



最近のニュースから

政府調達
「人権尊重の企業から」 契約書に明記

政府は、公共事業や物品の政府調達をめぐる関係省庁会議を開き、
企業との契約時に人権尊重の取組みを担保する条項を設ける方針を
決定した。

政府が、令和4年9月に策定した「責任あるサプライチェーン等における
人権尊重のためのガイドライン」では、国際標準に沿って、企業に対し
て、仕入先を含めたサプライチェーン上で人権侵害に加担することの
ないよう、「海外を含む直接・間接のビジネス上の関係先」にも取り組
みを求めることを明記しており、国際的なサプライチェーン上で人権侵
害に関与する企業を排除する狙いがある。

（２０２３年４月４日 各紙報道より）

参考
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2015（平成27）年9月に国連で「我々の世界
を変革する：持続可能な開発のための2030ア
ジェンダ」が採択されました。

そこに含まれる
達成に向けて世界

でも国内でも、さまざまな取組みが進められて
います。

「２０３０ア
ジェンダ」の冒頭にある「誰一人取り残さない」
はそれを象徴しています

SDGｓの精神

・誰一人取り残さない

・すべての人の人権の実現

・社会的に弱い立場に立たされた

人を常に第一に！

企業に期待される役割と責任

・民間セクターに持続可能な開発に
おける課題解決のための創造性と
イノべーションの発揮を求める。

・「ビジネスと人権に関する指導原則」

や人権諸条約に従って・・・企業の
事業活動が人々に及ぼす「負」の
影響に十分考慮すること

ＳＤＧｓ(Sustainable Development Goals)と企業の人権責任
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20220630_sus-code.pdf (expo2025.or.jp)

25年関西万博 持続可能な調達

※3.3 先住民及び地域住民等の
権利侵害の禁止

3.4 女性の権利尊重
3.5 障がい者の権利尊重
3.6 子どもの権利尊重
3.7 社会的少数者（マイノリティ）の

権利尊重

（４）労働
4.1 国際的労働基準の遵守・尊重
4.3 強制労働の禁止4.4 児童労働の禁止
4.5 雇用及び職業における差別の禁止
4.10 職場における暴力とハラスメントの

防止など

参考
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人へのリスク

オペレーショナルリ
スク

人材流出・ストラ

イキ

法務リスク

訴訟・行政罰

レピュテーション
（評判）リスク

不買運動・

ＳＮＳでの炎上

財務リスク

株価下落・

ダイベストメント

ビジネスと人権
の指導原則

企業活動において、人権を侵害してしまう可能性を把握すると同時に、これらの
リスクの顕在化を防ぐ対応をしておかなければ、企業経営に重大なリスクにも
なりうる。

出典：法務省「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書より作成

企業へのリスク

人権への影響が深刻であるほど
企業経営へのリスクも大きい !!

人々の権利が
侵害される
リスク

正社員
契約社員

アルバイト
・パート

取引先
従業員

顧客・消費者
地域住民

（人権取組み
の不足による）
ネガティブな影響

企業が人権への影響を考慮すべき対象
(ライツホルダー)
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企業が人権に負の影響を及ぼす形態

企業は、自社が直接的に引き起こしている人権侵害だけでなく、間接
的に助長していたり、関与している人権侵害についても、対応する必
要がある。

人権侵害リスクの防止・軽減措置を講ずる必要がある
関連企業に働きかけて、
人権侵害リスクの防止・
軽減に努める

出典：経済産業省「責任あるサプライチェーン等における
人権尊重のための実務参照資料」
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問題点 企業 内容

低賃金、安全軽視 海外アパレル企業の
下請け企業

バングラデシュの下請け縫製工場が入居するビル
が崩壊し、１１００人以上の労働者が死亡

児童労働 海外食品・飲料企業 取引先のカカオ農園で児童労働が行われていたこ
とで裁判に。

強制労働 複数のアパレル企業 ウィグル族に対する強制労働等の問題を巡り、アパ
レル企業に対する不買運動が発生。

部落差別 複数の企業の従業員 ・役場に同和地区の所在について問い合わせ（宅建
業者の従業員）

・部落差別を助長する発言（企業の管理職）

長時間労働、ハラスメント 広告代理店 女性社員が長時間労働、ハラスメントにより自殺。

パワハラ 電機メーカー パワハラにより、社員がメンタル不調に至り、自殺。
行為者は自殺教唆容疑で書類送検。

外国人労働者の権利侵
害

複数の企業 外国人技能実習生に低賃金、賃金未払い、長時間
労働を強いていた。

ジェンダー問題 飲料メーカー、化粧品メー
カー等

企業のCMの中で描いた女性像が消費者の批判を
招いた。

障がい者差別 自動車ディーラーの従業員 従業員がTikTokに投稿した動画が「障がい者を揶揄
している」として非難が相次いだ。

不適切な採用選考 菓子メーカー アルバイトの採用面接で病歴や体のサイズを質問
していたことは職安法に抵触するおそれがあるとし
てハローワークが行政指導。

企業がかかわる近年の人権問題事例参考
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企業が配慮すべき主要な人権及び企業活動に関連する人権に関するリスク

賃金の不足・未
払、生活賃金

過剰・不当な労
働時間

労働安全衛生

パワハラ

セクハラ

マタハラなど

強制的な労働

居住移転の自由

結社の自由

児童労働

外国人労働者の
権利

テクノロジー・AI
の人権問題

プライバシーの
権利

消費者の安全と
知る権利

差別

ジェンダー（性的マ
イノリティを含む）に
関する人権問題

表現の自由

先住民族・地域住
民の権利

救済へアクセスす
る権利

知的財産権

賄賂・腐敗

サプライチェーン上
の人権問題

環境・気候変動に
関する人権問題

社会保障を受け
る権利

人権に関するリスクの全体像

介護ハラスメント

出典：法務省
「ビジネスと人権」に関する企業研修資料
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業績への
影響

売上の
減少

❶ 商品等の差別的要素や欠陥による販売停
止・事業撤退

❷ 従業員離反による業務停滞・事業停止

❸ 既存顧客や政府との取引停止

❹ 不買運動の発生

コストの
増加

❺ 罰金の発生

❻ 訴訟提起・損害賠償の発生

❼ 採用力・人材定着率の低下
（≒採用コストの増加）

企業価値への影響

❽ ブランド価値の毀損

❾ 株価の下落

❿ ダイベストメント（投資引揚げ）

出典：法務省「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書

人権取組みの不足がもたらす具体的な企業リスク
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差別的デザインの商品・広告の「炎
上」による販売停止や、製品欠陥に
よるリコールの発生

商品等の差別的要素や欠
陥による販売停止・事業
撤退

1

従業員の離反による業務停滞・事業
停止

2

不祥事や調達基準の未充足による
取引停止や、政府入札参加資格の
停止

出典：法務省「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書 他

3

具体的な企業リスク その１
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4 不買運動の発生

人権侵害が発覚した企業が批判さ
れ、当該企業商品のボイコット（不買
運動）に発展

従業員離反による
業務停滞・事業停止

既存顧客や政府との
取引停止



6

採用力・人材定着率の低下
（≒採用コストの増加）

採用競争力低下や、ロイヤリティの
喪失による人材離れ

具体的な企業リスク その２

出典：法務省「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書 他
18
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7

訴訟提起・損害賠償の
発生

人権侵害の被害者に対する損害賠
償の支払

8

人権侵害の発覚によるレピュテーシ
ョンの悪化、ブランド価値の低下

ブランド価値の毀損

9 株価の下落

企業の人権対応が投資家による企
業価値の評価に影響

ダイベストメント
（投資の引揚げ）

10

人権侵害の発覚を受けて、投資が
撤退し、株価などに大きな影響を与
える可能性

5 罰金の発生

労働関連法の違反や贈収賄の発覚
、プライバシー関連の規則違反等に
よる罰金
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▶ 自社（もしくは担当事業／部署）に関わる人権侵害が顕在化するとしたら、
具体的にはどういったことが起こりそうか？

▶ 自社（もしくは担当事業／部署）の人権対応の遅れが、今後どのような影響
を及ぼすと考えるか？

検討の視点❷

自社の人権リスクと取組むべき課題の検証 １

検討の視点❶
参考：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」他

20

検討の視点❸

▶ 今後、自社が実施すべき人権への取組みは何だと考えるか？
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自社事業による
人権への負の影響
を防止・軽減するた

めの取組み

方針によるコミットメント
（人権を尊重する責任を果たすという方針によるコミットメント）

人権デュー・ディリジェンスの実施
（人権への影響を特定し、防止し、軽減し、どのように対処するかに

ついて責任を持つ）

救済措置
（企業が引き起こし、又は助長する人権への負の影響に対して

救済を可能とするプロセス）

a

b

c

1. 企業が直面しうる人権課題

「指導原則」が求める人権取組み3つの行動
「ビジネスと人権に関する指導原則」では、企業の責任として「人権を尊重する」
ことが求められており、人権への負の影響を防止・軽減し、救済するための具体
的な措置として、大きく3つの行動が挙げられている。

１７．企業は人権デューデリジェンスを実行すべきである。

１８．人権リスクを測るために、企業は、その活動を通じて、人権への負の影響を特定し評価すべきである。

１９．人権への負の影響を防止し軽減するために、企業はその影響評価の結論を、全社内部門及びプロセスに

組み入れ、適切な措置をとるべきである。

２０．人権への負の影響が対処されているかどうかを検証するため、企業はその対応の実効性を追跡評価すべき

である。

２１．人権への影響についての対処方法について責任をとるため、企業は外部にこのことを通知できるよう用意を

しておくべきである。

※「ビジネスと人権に関する指導原則」 :人権デュー・ディリジェンス １７～２１
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人権取組みの全体像
出典：経済産業省「責任あるサプライチェーン等における
人権尊重のための実務参照資料」 他

❶
・自社人権方針（人権ポリシー）の作成・公開
・人権への取組の責任者を含むマネジメント体
制の説明 など

❷ ・人権への負の影響の特定・分析・評価

❸
・人権研修の実施
・ダイバーシティに関する社内啓発活動の実施
など

❹
・各種社内制度（人事・評価・働き方等）の変更・
改善
・バリアフリー設備の導入 など

❺
・「サプライヤー行動規範」の策定
・持続可能な責任ある原料の調達 など

❻
・定期的な従業員／取引先アンケートの実施
・従業員の勤務状況／労働時間のモニタリング
／労働組合との意見交換 など

❼

・人権報告書／サステナビリティ報告書等の作
成・公開
・人権に関するリスクの評価結果に関する情報
公開 など

❽

・社内向けホットライン（苦情／相談窓口）の設
置
・サプライヤー向けホットライン（同上）の設置
・お客様相談室の設置 など❽

❼

❻

❸~❺

❷

❶経営レベルのコミットメント

サプライチェーン上で生じている/生じそ
うな人権侵害を特定し、深刻度を評価 ❷

人権侵害の防止・解消を実施
❸
～❺

効果の実証・評価

自社の取組みを公表

人権侵害の予防、解消ができなかった
場合に、謝罪、原状回復、金銭的・非金
銭的補償、再発防止等を実施

❽
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「人権ポリシー」や「ダイバーシティ方針」の策
定により、自社の人権関連の対応の在り方を
従業員や外部関係者に周知する

【人権方針の5つの条件】
1. 企業の最上層レベルによる承認があること
2. 内部及び／又は外部の適切な専門家により情報

提供を受けたこと
3. 企業の従業員、取引関係者及びその他企業活動

・製品、もしくはサービスに直接関係している者に
対する人権配慮への期待が明記されていること

4. 一般に入手可能でかつ内外問わず全従業員，共
同経営／共同出資者及びその他関係者に周知さ
れていること

5. 企業全体に定着させるために企業活動方針や手
続に反映されていること

方針によるコミットメント１

（参考）人権方針策定状況
２０２１年１１月 経済産業省 外務省 アンケート調査
対象：東証一部・二部上場企業等 回答企業数７６０社

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」

24

策定、明文化
しており、
公表している
４５０社 ５９％

策定、明文化して
いるが公表して
いない
７３社 １０％

策定、明文化して
いない
６７社 ９％

将来的/数年以内
に策定、明文化を
検討中
９８社 １３％

１年以内に策定、
明文化を予定
５８社 ８％

❶人権方針の策定

【本資料の著作権は大阪企業人権協議会が保有しています。当研修にのみ使用可能であり、無断での転載や複製を禁じます。】



参考 人権に関する取組に注力している企業の事例（各社ホームページから）
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株式会社ペンシル「ダイバーシティ経営推進方針」（抜粋）

参考
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（ホームページから）人権に関する取組に注力している企業の事例
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自社の事業を通じて引き起こされうる人権への負の影響（人権に関
するリスク）を特定し、そのインパクトや重要度を分析・評価する

（人権インパクト・アセスメント）

【人権に関するリスクのインパクト・重要度
の評価方法】

人権デュー・ディリジェンスの実施

（参考）

２

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」

企業にとってのリスクではなく、企業活動

によって、負の影響を受ける人々のリスク

27

❷ 人権への影響評価
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人権デュー・ディリジェンスの実施

❸ 教育・研修の実施

人権に関するリスクの予防を
目的として、経営陣、従業員、
その他ステークホルダーに対
して、人権関連の教育・研修
をする。

（参考）大阪企業人権協議会研修テーマ例

職場の人権

34%

人権の基本

23%

企業と人権

13%

高齢者

10%

個人情報/Ｓ

ＮＳ

7%

障がい者

5%

同和問題

4%

外国

人
その他

1%

（参考）大阪企業人権協議会 研修テーマ2022

２
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人権デュー・ディリジェンスの実施

❹ 社内環境/制度の整備

人権に関するリスクの予防・是正を目的として、
社内の整備、社内規定、労働慣行等を整備・変革する。

■柔軟な働き方の実現のための施策

□ワークシェアリング
□リモートワークの導入
□フレックスタイムの導入

■安全保護のための施策
□労働安全管理マニュアルの整備
□安全管理設備の導入

など

差別防止のための施策

□バリアフリー設備/制度の整備
□より公平な採用基準への変更

など

２

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」
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マンガでわかる働く人の安全と健康（厚生労働省 教育用教材）

参考

安全保護のための施策例

ベトナム
語版
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公正採用選考取組み例

参考

差別防止のための施策例

27

・面接担当者のみならず、応募者に接す
る全関係者に公正採用選考のルール、
考え方を周知

・公正採用選考人権啓発推進員の任命と
育成

・担当役員への事前ブリーフィングの
実施

・採用マニュアル・面談要領等の整備

・関連会社も含めた取組み
など

31
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誰もが利用できる
オールジェンダートイレ

参考 差別防止のための施策例

27

【例1】 【例２】
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ＬＧＢＴ配慮支援チェックシート

出典：大阪市ＬＧＢＴリーディングカンパニー認証チェックシート出典：大阪大学
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一次サプライヤー（直接的な取引先）のみならず、
サプライチェーン全体を通した管理が必要

サプライチェーンにおける人権に関するリスクに対応するため、

「サプライヤー行動規範」「調達ガイドライン」の策定や調達の切替
えを行うこと

人権デュー・ディリジェンスの実施

❺ サプライチェーンの管理

「サプライヤー行動規範」や「調達ガイドライン」
により、サプライヤーに対して人権対応を要求

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」

２
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人権に関する取組に注力している企業の事例（企業ホームページから）

（８～１２略）

参考

注：アンダーラインは
筆者による。
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人権に関するリスクの発生状況や、予防・改善措置の効果の把握
のため、モニタリング（追跡調査）を行う

人権デュー・ディリジェンスの実施

❻モニタリング（追跡調査）の実施

【人権に関するリスクのモニタリング（追跡調査）手法の例】

□従業員の労働時間を把握したい場合：タイムカード記録（又は入退館ログ等）
の定期確認・分析

□社内における人権関連トラブルの発生状況を把握したい場合：従業員ホット
ライン（通報窓口）への通報・相談件数の定期確認・分析

□社内外におけるハラスメント等の発生状況を把握したい場合：アンケート調査
（対従業員・取引先）の定期実施

□従業員のメンタルヘルスの状態を確認したい場合：ストレスチェックの定期実
施

□労働組合との定期的な意見交換の実施 など

２

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」
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社内外におけるハラスメント等の発生状況を
把握したい場合のアンケート調査方法

参考

出典：あかるい職場応援団 36
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自社がどのように人権に関するリスクを評価し、その予防や改善に
取り組んでいるのか、全てのステークホルダーに対して情報公開す
る

人権デュー・ディリジェンスの実施

❼外部への情報公開

【情報公開方法の例】

・自社ウェブサイトに掲載
・年次報告書に掲載
・統合報告書に掲載
・サステナビリティ・レポートに掲載
・人権報告書に掲載

など

２

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」
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従業員や関連ステークホルダーからの人権関連トラブルについての
苦情・相談・通報などを受け付け、対応する仕組み（ホットライン等）
を整備する

救済

❽苦情処理メカニズムの整備

【苦情処理・問題解決制度強化の基本ステップ】
1. 国際人権やサプライチェーンを含む責任ある 企業

行動に関する苦情の受付
2. 企業内で苦情処理・問題解決責任者と苦情受付・

対話の対応部署を指定
3. 苦情申立受付・対話の窓口を設置し、外部に開示
4. 苦情処理・問題解決の手続きを定め、外部 に開示
5. 苦情処理・問題解決における利益相反関係 を防止
6. 苦情申立者に対する報復行為等の不利益取扱の

防止
7. 苦情処理や対話の状況を可能な範囲で開示
8. ステークホルダーとの対話や専門家の活用
9．苦情処理・課題解決制度の定期的見直し・改善

10. 苦情処理や対話の状況を経営層を含む企業内で
共有

苦情処理メカニズム要件を
具体化したガイドライン

３

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」
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(2) 相談に応じ適切に対処するために
必要な体制の整備

イ）相談窓口を予め定め、労働者に周知すること
ロ）相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容

や状況に応じ適切に対応できるようにすること

（イと認められる例）
・相談に対応する担当者を予め定める
・相談に対応するための制度を設ける
・外部の機関に相談対応を委託

(ロと認められる例）
・相談窓口担当者と人事部門が連携を図る仕組

みとする。
・予め作成した留意点などを記載 したマニュアル

に基づき対応する。

内容：

Ｋは、同僚からの数々の暴言や暴行などの
パワハラを継続的に受け たため、何度も上

司である係長や所長に苦情申立てをしたもの
の放置され、うつ病を発症後、自殺した。

判決：

Ｋの上司であるＤ係長は、Ｋからのパワハラ
の訴えに対して、事実の有無を調査確認し、
人事管理上の適切な措置を講じる義務があ
るにもかかわらず怠り、職場の問題解決を拒
否するかのような態度をとった。また、Ｄ係長
から報告を受けたＥ所長も特段の指示をせず
放置し適切な対応をとらなかったのは安全配
慮義務に違反する。

さいたま市（環境局職員）事件（東京高裁平29.10.26判決）

パワハラ指針における
相談に関する措置義務

参考

管理職による相談対応の
不十分さが問われた判例

苦情処理メカニズムの整備～パワハラの場合～

相談窓口の体制整備と合わせて、
管理職による適切な対応も重要
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「ビジネスと人権に関する指導原則」への対応に関する政府資料

出典：（公財）人権教育啓発推進センター「ビジネスと人権に関する各種資料」

ご清聴ありがとうございました！！

おわりに
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